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これを遂行しようとした公営企業局（Bureau of Public Enterprises）に対する政治介入が顕







































































あわせて９年間の無償化・義務化をうたった Universal Basic Education(UBE)計画を発表し
た。女性・青少年対策はオバサンジョ政権が成立当初に掲げた優先課題の一つであり、これが
比較的早い段階で具体的施策として打ち出されたことになる。  
その背景としては、１９７０年代にオバサンジョ自身が軍政首班として実施した６年間の初
等教育無償化、Universal Primary Education(UPE)計画の存在が指摘できる。しかし、それ
以上に近年の就学率低下、施設未整備といった初等・中等教育の荒廃、その結果として生じて
きた「ドロップ・アウト」増大による社会不安、今後予想される公務員をはじめとする人材難
など、より切実な事情があったと考えられる。  
ＵＢＥそのものはＵＮＥＳＣＯが進めるプログラムに合致し、また国際社会の要請にもこた
える計画として、民政移管を達成したナイジェリアにとっては重要な国際的パフォーマンスと
いう意味合いも有している。学齢児童に基礎義務教育を施すことは、国民全体の識字率向上に
資するばかりでなく、青少年に補完教育の機会を提供することで、深刻化している「ドロップ・
アウト」問題解消など健全かつ安定した社会の形成に貢献するものと期待されている。しかし
ながらＵＢＥの実施主体となる国内各州政府の対応はまちまちであり、地域の実情により目標
設定や力点の置き方、さらには財政面での思惑などでさまざまな違いを見せている。  
１９９９年１１月に連邦教育省が主催した「ＵＢＥミニ・サミット」といった機会を活用し
て、特に重要なアクターである教員の問題などを中心に議論が重ねられており、ＵＢＥに対す
る代替案や修正案も提示されつつある。教育改善の可能性については、当初よりイスラム勢力
や民間セクターとの協調を図ってきた点など評価すべき点も少なくない。決して楽観できる状
況ではないが、国民統合、経済発展の有力手段として公的な義務教育を達成することは新政権
にとって喫緊の課題と言えるであろう。  
＊  
国民連邦議会に付託された２０００年度「国民のための予算」は、審議開始以来２カ月余を経
た１月末段階でなお承認に至っていない。オバサンジョ政権にとっては体系的な政策を打ち出
す初めての機会であり、民政の行方を占う上でも大いに注目されている。通常、新政権成立か
ら最初の１００日間というのは行政府と立法部の“蜜月期間”と言われているが、ナイジェリ
アについては当てはまらなかったようである。オバサンジョ大統領と連邦議会国民議会の主導
権争いは政権成立当初から始まっており、新年度予算承認の遅れはこうした事情とも無関係で
はない。この確執を、権力争いとして民政存続にとって危険な兆候と見るか、それとも二部門
間の健全なチェック・アンド・バランスに進む前段階と見るか。判断を下すには材料も乏しく、
時期尚早であろう。いま必要なことは、対立点が何であり、対立軸がどこにあるかを見きわめ
 9
ることにほかならない。もしもそれらがナイジェリア社会とその住民の間に存在する対立点、
対立軸と同次元のものであるとすれば、民政の行く末は決して明るいものとは言えない。逆に、
論戦・論争が激烈なものであっても、それらが一定のルールの下に展開している限り、楽観し
ていても構わないように思われる。そのいずれであるかの見きわめが、いま我々に求められて
いるのではなかろうか。  
（望月克哉）  
